
新型コロナウィルス感染症拡大により、大きな影響を受けている事業者に対し、給付金や助成金が支給

されます。

●持続化給付金

　【対象者】

　・新型コロナウィルス感染症の影響により、ひと月の売上が前年同月比で５０％以上減少している

　　事業者（一部、対象外の業種あり）

　・2019年以前から事業による事業収入（売上）があり、今後も事業を継続する意思がある事業者

　・法人の場合は資本金の額または総額が１０億円未満、または、資本金・出資金の定めがない

　　場合は常時使用する従業員の数が２０００人以下　である事業者

　【給付内容】

　・法人は２００万円、個人事業者は１００万円

　　※昨年１年間の売上からの減少分を上限とする

　・売上減少分の計算方法

　　前年の総売上（事業収入）－（前年同月比△５０％の売上×１２ヶ月）

●雇用調整助成金の特例措置

　経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に対して一時的に

　休業を行い、労働者の雇用維持を図った場合に、休業手当、賃金等の一部を助成

　【対象者】

　・新型コロナウィルス感染症の影響を受ける事業主

　【助成内容・対象】

　　※Ｒ２．４．１～Ｒ２．６．３０までの休業等に適用（上限１日８，３３０円）

　　①休業手当に対する助成率を引き上げ（中小企業４／５）

　　②解雇等を行わない場合、助成率の引き上げ（中小企業９／１０）

　　③教育訓練を実施した場合の加算額の引き上げ（中小企業２，４００円）

　　④新規学卒者など雇用保険被保険者として継続して雇用された期間が6ヶ月未満の労働者も助成対象

　　⑤１年間に１００日の支給限度日数とは別枠で利用可能

　　⑥雇用保険被保険者でない労働者の休業も対象

　【受給要件の更なる緩和】※一部を抜粋
　　・生産指標の要件を緩和
　　　（対象期間の初日がＲ２．４．１からＲ２．６．３０までの間は、５％減少）
　　・休業規模の要件を緩和
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長崎市ホームページより

＜緊急事態宣言を５月末迄延長、但し「特定警戒都道府県（１３）」とそれ以外の３４県に分かれた！＞
長崎県は、それ以外の３４県に含まれ、徐々に自粛要請・休業要請が解除されるようになりそうです。長崎県の
場合、市町村によって解除の状況が異なってくるようです。持続化給付金・雇用調整助成金・融資申し込み等に
関する相談や助言依頼等が増加しています。困った時は、ぜひ当事務所へご相談ください。


